
【様式第1号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 8,773,026   固定負債 3,253,384

    有形固定資産 8,346,256     地方債 2,263,563

      事業用資産 7,840,317     長期未払金 -

        土地 373,597     退職手当引当金 989,821

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 10,412,945     その他 -

        建物減価償却累計額 -4,683,765   流動負債 313,377

        工作物 6,756,907     １年内償還予定地方債 209,855

        工作物減価償却累計額 -5,024,363     未払金 -

        船舶 5,274     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -2,919     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 98,762

        航空機 -     預り金 4,760

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 3,566,761

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,640   固定資産等形成分 8,773,026

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,522,594

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,018,892

      物品減価償却累計額 -1,512,953

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 426,770

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 426,770

        減債基金 -

        その他 426,770

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 44,167

    現金預金 44,167

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 5,250,432

資産合計 8,817,193 負債及び純資産合計 8,817,193

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 3,458,329

    その他 -

  臨時利益 385

    資産売却益 385

    資産除売却損 473,344

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 2,985,370

  臨時損失 473,344

    災害復旧事業費 -

  経常収益 240,552

    使用料及び手数料 100,162

    その他 140,391

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 1,379

        その他 4,062

    移転費用 351,178

      補助金等 349,799

      その他の業務費用 14,670

        支払利息 10,608

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 198,458

        減価償却費 623,161

        その他 -

        その他 9,680

      物件費等 1,474,833

        物件費 653,215

        職員給与費 1,216,327

        賞与等引当金繰入額 98,762

        退職手当引当金繰入額 60,472

  経常費用 3,225,922

    業務費用 2,874,744

      人件費 1,385,241

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 5,699,445 9,417,629 -3,718,184

  純行政コスト（△） -3,458,329 -3,458,329

  財源 2,982,441 2,982,441

    税収等 2,971,354 2,971,354

    国県等補助金 11,087 11,087

  本年度差額 -475,888 -475,888

  固定資産等の変動（内部変動） -671,479 671,479

    有形固定資産等の増加 105,745 -105,745

    有形固定資産等の減少 -777,232 777,232

    貸付金・基金等の増加 8 -8

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 26,875 26,875

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -449,013 -644,603 195,591

本年度末純資産残高 5,250,432 8,773,026 -3,522,594

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 4,835

本年度歳計外現金増減額 -75

本年度末歳計外現金残高 4,760

本年度末現金預金残高 44,167

    その他の収入 -

財務活動収支 -253,085

本年度資金収支額 6,314

前年度末資金残高 33,093

本年度末資金残高 39,408

  財務活動支出 253,085

    地方債償還支出 253,085

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 385

    その他の収入 94,658

投資活動収支 377

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 106,130

    国県等補助金収入 11,087

    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 105,753

    公共施設等整備費支出 105,745

    基金積立金支出 8

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 319,273

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 319,273

  臨時収入 -

業務活動収支 259,022

  業務収入 3,117,248

    税収等収入 2,876,696

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 100,162

    その他の収入 140,391

    移転費用支出 351,178

      補助金等支出 349,799

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,379

    業務費用支出 2,187,774

      人件費支出 1,321,432

      物件費等支出 851,672

      支払利息支出 10,608

      その他の支出 4,062

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,538,953



一般会計等財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 … 取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの … 再調達原価 

   イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの … 取得原価 

    取得原価が不明なもの … 再調達原価 

  ② 無形固定資産 … 取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの … 取得原価 

    取得原価が不明なもの … 再調達原価 

 

⑵ 有価証券等の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除きます。） … 定額法 

 ② 無形固定資産（リース資産を除きます。） … 定額法 

 ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内

のリース取引及びリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のファイナ

ンス・リース取引を除きます。） … 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 投資損失引当金 

   該当はありません。 

 ② 徴収不能引当金 

   該当はありません。 

 ③ 退職手当引当金 

   退職手当債務から、退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員

に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に退職手当組合における積

立金額の運用益のうち当組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上して

います。 

 ④ 損失補償等引当金 



   該当はありません。 

 ⑤ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま

す。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース料総額が300万円以下のファインナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

  なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価額が50万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

    ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

  ② 資本的支出の修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は

固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処

理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

変更はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 

変更はありません。 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 



   変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 

  該当はありません。 

 

４ 偶発債務 

 

 ⑴ 補償債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

⑵ 係争中の訴訟等 

  該当はありません。 

 

５ 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 ① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

     一般会計 

     湯沢雄勝ふるさと市町村圏基金特別会計 

  ② 地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けている会計においては、出 

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数

としています。 

  ③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま

す。 

  ④ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 … 該当はありません。 

  ⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額 … 該当はありません。 

⑥ 過年度修正等に関する事項 

固定資産台帳の記載誤り及び登載漏れがあったため、本年度において修正してい

ます。このことによる固定資産の増減は、純資産変動計算書の「無償所管替等」に

計上しており、その内訳は次のとおりです。 

 

      誤記載資産の削除による減少   △ 45,457（千円） 

      誤記載資産の再登載による増加   56,650 

      登載漏れ資産の登載による増加   15,682  

                       26,875 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産 … 該当はありません。 

② 減債基金に係る積立不足額 … 該当はありません。 



③ 基金借入金（繰替運用） … 該当はありません。 

④ 地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース

債務金額 … 該当はありません。 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

 ① 固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上してい

ます。 

  ② 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

 ① 基礎的財政収支 259,399千円 

② 既存の決算情報との関連性（千円） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 3,256,463  3,217,056  

財務書類の対象となる会計の 

範囲の相違に伴う差額 
8  8  

資金収支計算書 3,256,471  3,217,064  

    地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象としてい

るのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳

出決算書と資金収支計算書は湯沢雄勝ふるさと市町村圏基金特別会計の分だけ相違

します。 

 ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

（千円） 

・資金収支計算書の業務活動収支    259,022 

・投資活動収入の国県等補助金収入    11,087 

・投資活動収入のその他の収入      94,658 

・減価償却費     △ 623,161 

・賞与等引当金繰入額（増減額）   △ 3,336 

・退職手当引当金繰入額（増減額）   △ 60,472 

・解体費支出を除く資産除売却損       △ 154,071 

 ・資産売却益                    385  

・純資産変動計算書の本年度差額  △ 475,888 

 ④ 一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

   なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。 

     一時借入金の限度額 500,000千円 

  ⑤ 重要な非資金取引 … 該当はありません。 



一般会計等財務書類 附属明細書 

 

注）千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

 ⑴ 資産項目の明細 

  ① 有形固定資産の明細 

（単位：千円） 

区分 
前年度末残高 

（A） 

本年度増加額 

（B） 

本年度減少額 

（C） 

本年度末残高 

（A)＋（B)-（C) 

（D） 

本年度末 

減価償却累計額 

（E) 

本年度償却額 

（F) 

差引本年度末残高 

（D)－（E) 

（G) 

 事業用資産 20,206,399 154,992 2,810,028 17,551,363 9,711,046 481,908 7,840,317 

   土地 373,597 

 

 373,597 

  

373,597 

  建物 11,326,635 112,697 1,026,387 10,412,945 4,683,765 246,505 5,729,180 

  工作物 8,499,562 1,485 1,744,140 6,756,907 5,024,363 234,462 1,732,545 

  船舶 5,274   5,274 2,919 942 2,355 

  建設仮勘定 1,331 40,810 39,501 2,640 

  

2,640 

 物品 2,025,511 62,586 69,206 2,018,892 1,512,953 141,253 505,939 

合計 22,231,910 217,578 2,879,233 19,570,255 11,223,999 623,161 8,346,256 

  



  ② 有形固定資産の行政目的別明細 

（単位：千円） 

区分 
生活インフラ 

・国土保全 
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計 

 事業用資産  

 

1,560,861 4,369,796 

 

1,909,660 

 

7,840,317 

  土地  

  

373,597 

   

373,597 

  建物  

 

1,560,861 2,394,383 

 

1,773,936 

 

5,729,180 

  工作物  

  

1,601,816 

 

130,729 

 

1,732,545 

  船舶  

    

2,355 

 

2,355 

  建設仮勘定  

    

2,640 

 

2,640 

 物品  

 

11,394 6,445 

 

465,649 22,451 505,939 

合計  

 

1,572,255 4,376,241 

 

2,375,309 22,451 8,346,256 

 

  ③ 投資及び出資金の明細 … 該当はありません。 

 

  ④ 基金の明細 

（単位：千円） 

種類 現金預金 有価証券 土地 その他 
合計 

（貸借対照表計上額） 

（参考）財産に関する 

調書記載額 

その他の基金 426,770 - - - 426,770 426,770 

 

  ⑤ 貸付金の明細 … 該当はありません。 

 

  ⑥ 長期延滞債権の明細 … 該当はありません。 

 



  ⑦ 未収金の明細 … 該当はありません。 

 

 ⑵ 負債項目の明細 

 

① 地方債（借入先別）の明細 

（単位：千円） 

種類 地方債残高 

 

政府資金 その他 うち1年内 

償還予定 

教育・福祉施設等 618,099 152,274 574,751 43,348 

一般単独事業 1,855,319 57,581 0 1,855,319 

都道府県貸付金 0 0 0 0 

合計 2,473,418 209,855 574,751 1,898,667 

 

  ② 地方債（利率別）の明細 

（単位：千円） 

地方債残高 1.5％以下 
1.5％超 

2.0％以下 

2.0％超 

2.5％以下 

2.5％超 

3.0％以下 

3.0％超 

3.5％以下 

3.5％超 

4.0％以下 
4.0％超 

2,473,418 2,322,895 150,523 0 0 0 0 0 

 

  ③ 地方債（返済期間別）の明細 

（単位：千円） 

地方債残高 1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 

10年超 

15年以内 

15年超 

20年以内 
20年超 

2,473,418 209,855 221,177 193,733 173,496 151,167 521,753 305,956 299,925 396,356 



 

  ④ 特定の契約条項が付された地方債の概要 … 該当はありません。 

 

  ⑤ 引当金の明細 

（単位：千円） 

区分 前年度末残高 本年度増加額 
本年度減少額 

本年度末残高 
目的使用 目的外使用 

退職手当引当金 929,349 60,472 0 0 989,821 

賞与等引当金 95,425 98,762 95,425 0 98,762 

合計 1,024,774 159,234 95,425 0 1,088,583 

 

  



２ 行政コスト計算書の内容に関する明細 

 

⑴ 補助金等の明細 

（単位：千円） 

区分 名称 相手先 金額 支出目的 

他団体への公共施設等 

整備費補助金等 

（所有外資産分） 

  0  

その他の補助金等 

養護老人ホーム愛宕荘運営委託料 湯沢市 
265,088 湯沢市が指定管理する養護老人ホーム

愛宕荘の運営経費 

秋田県市町村総合事務組合負担金 秋田県市町村総合事務組合 
45,413 職員の退職手当支給事務等を共同処理

する一部事務組合の負担金 

病院群輪番制病院運営事業補助金 雄勝中央病院 22,310 病院群の輪番制による休日・夜間等の救

急患者の診療受入体制を維持するもの 病院群輪番制病院運営事業補助金 羽後町立羽後病院 5,910 

救急救命東京研修所入校経費負担金 (財)救急振興財団 4,521 救急救命士養成研修所の入校経費 

秋田県消防学校入校経費負担金 秋田県消防学校 2,673 秋田県消防学校の入校経費 

その他  3,884  

計  349,799  

合計   349,799  

 

  



３ 純資産変動計算書の内容に関する明細 

 

⑴ 財源の明細 

（単位：千円） 

会計 区分 財源の内容 金額 

普通会計 

税収等 分担金及び負担金 2,971,354 

国県等補助金 

資本的補助金 

国庫支出金 11,087 

都道府県等支出金 0 

計 11,087 

経常的補助金 

国庫支出金 0 

都道府県等支出金 0 

計 0 

小計 11,087 

合計 2,982,441 

 

⑵ 財源情報の明細 

 

区分 金額 国県等補助金 地方債 税収等 その他 

純行政コスト 3,458,329 0 0 2,623,611 834,718 

有形固定資産等の増加 105,745 11,087 0 94,658 0 

貸付金・基金等の増加 8 0 0 0 8 

その他 0 0 0 0 0 

合計 3,564,082 11,087 0 2,718,269 834,726 

 

  



４ 資金収支計算書の内容に関する明細 

 

⑴ 資金の明細 

 

種類 本年度末残高 

要求払預金 44,167 

合計 44,167 

 


